
 

 
 
 

 

 

 

賃上げしやすい環境整備に向けた取組の強化について 

 

 静岡労働局（局長 笹 正光）は、令和５年８月 23 日、静岡県の最低賃金を、令和５

年 10 月１日（予定）より時間額 984 円に改正することを決定しました。 

本決定に当たっては、最低賃金審議会答申において、中小企業・小規模事業者の最低賃

金引上げの原資の確保につながる、適切な価格転嫁に向けた取組の強化と、最低賃金の引

上げに対応する中小企業・小規模事業者が活用しやすい、実効性ある支援の拡充の要望が

付記されたことから、これを踏まえ、賃上げしやすい環境の整備に係る取組を強化するこ

ととしました。 

また、令和５年６月７日に行われた、経済団体、労働団体及び行政機関による、パート

ナーシップ構築宣言の普及・促進と実効性向上に向けた共同宣言の参画機関に対して、当

局の取組に係る連携協力を依頼し、地域経済の成長と分配の好循環に向けた一層の機運醸

成に努めていきます。 

 

＜具体的な取組内容＞ 

①「パートナーシップ構築宣言」の普及・促進 

・相談窓口、各種説明会、各種会合、企業指導等あらゆる機会を通じて周知 

 

②生産性向上、賃金引上げのための支援の周知徹底と活用促進 

・業務改善助成金 

・キャリアアップ助成金 

・「賃金引上げ特設ページ」 

・静岡働き方改革推進支援センター 

 

③取引適正化に向けた「しわ寄せ」防止の周知徹底 

・各種法令に抵触する恐れのある不当な行為の事例集等を用いた啓発 

 

④窓口等における情報収集の強化と通報制度の的確な運用 

・下請等中小事業者の現状を幅広く把握 

・各種法令違反が疑われる事案について、関係機関に的確に通報 

 

⑤その他 

・関係機関に対し、上記取組に係る連携協力を依頼 
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静岡労働局発表 
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「パートナーシップ構築宣言」をご存じですか？

「ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ構築宣言」への登録・宣言企業の確認はこちらです！
サプライチェーンの取引先や価値創造を図る事業者の皆様との

連携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシップを構築
することを、「発注者」側の立場から企業の代表者の名前で親事
業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業振興法に
基づく「振興基準」）の遵守を宣言するものです。

ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ構築宣言企業、賃上げを実施する企業等への優遇措置は
こちらです！
パートナーシップ構築宣言を宣言・公表した企業は、各種の補

助金について加点措置が受けられる等、優遇措置が受けられるよ
うになりました。

親事業者 下請事業者

「働き方改革」を阻害する不利益となるような取引や要請が
あったらどうすれば・・・

例えば…●無理な短納期発注への納期遅れを理由とした受領拒否や減額
●親事業者自らの人手不足や長時間労働削減による検収体制不備に起因
した受領拒否や支払遅延

●過度に短納期となる時間指定配送、過剰な賞味期限対応や欠品対応に
起因する短いリードタイム、適正なコスト負担を伴わない多頻度小口
配送

●納期や工期の過度な年度末集中

「下請中小企業振興法」や「独占禁止法」に定める禁止行為が
ありますので、各相談窓口をご利用ください。

！
注意

20230823静岡労働局

適切な価格転嫁と適正な取引を促進するとともに、サプライチェーン全体での共存共栄や企業の稼ぐ
力の向上、賃上げにつなげるための取組の一つです。

取引先と共存共栄の関係を築こうとする経営者の皆様へ

静岡よろず支援拠点
各都道府県に設置され、静
岡県では静岡商工会議所が実
施機関となり、経営上のあら
ゆるお悩みの解決に向け、何
度でも助言・支援いたします。

下請かけこみ寺
全国48か所に設置され、静
岡県では（公財）静岡県振興
財団に設置されており、取引
上の悩みの解決に向け、専門
の相談員や弁護士がアドバイ
スを行います。



「厚生労働省（静岡労働局）における
賃上げに向けた支援施策」をご存じですか？

＜問合せ先＞ 静岡労働局 雇用環境・均等室 TEL 054-252-5310

！
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設備投資等
機械設備導入、コンサルティング、

人材育成・教育訓練など

取引先と共存共栄の関係を築こうとする経営者の皆様へ

相談申し込みはこちら

キャリアアップ助成金
有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非

正規雇用の労働者の企業内でのキャリアアップを促進するため、正
社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成するもので
す。

賃金引上げ特設ページ
賃金引き上げに向けた取組事例、地域・業種・職種ごとの平均的

な賃金検索、賃金引上げに向けた政府の支援情報、労働生産性の向
上等による賃金引上げの取組など調査等情報など、賃金引き上げの
ために参考となる情報を掲載しています。

静岡働き方改革推進支援センター
働き方改革に関する様々な課題に対応

するワンストップ相談窓口として、社労
士等の専門家が、中小企業事業主の方か
らの労務管理上の相談に応じています。

業務改善助成金
業務改善助成金は、生産性向上に資する設備投資等（機械設備、

コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）を行うとともに、事
業場内最低賃金を一定額（※）以上引き上げた場合、その設備投資
などにかかった費用の一部を助成するものです。

＜問合せ先＞ 静岡労働局 職業安定部職業対策課 TEL 054-653-6116

正社員化支援 処遇改善支援

正社員化コース
障害者正社員化コース

賃金規定等改定コース
賃金規定等共通化コース
賞与・退職金制度導入コース
短時間労働者労働勤務延長コース

＜問合せ先＞ 静岡働き方改革推進支援センター TEL 0800-200-5451

非正規雇用労働者の正社員化や処遇改善
などに取り組む事業主を支援します！

社会保険労務士等の専門家が無料でご相談に応じます！

Facebookはこちら

最低賃金引き上げを行う中小企業を支援します！

事業内最低賃金の
引き上げ

業務改善助成金
を支給＋ ▶

※各コースに定める金額



以下のような行為は「下請法」で禁止されています！

□ 買いたたき □ 不当な給付内容の変更・やり直し

□ 下請代金の減額 □ 不当な経済上の利益の提供要請

□ 商品の受領拒否

以下のような行為は「独禁法（物流特殊指定）」で禁止されています！

□ 買いたたき □ 不当な給付内容の変更・やり直し

□ 代金の減額 □ 不当な経済上の利益の提供要請

以下のような行為は「建設業法」で禁止されています！

□ 下請代金の支払い遅延 □ 不当な低い請負代金

□ 不当な使用資材の購入の強制 □ 著しく短い工期の設定

下請事業主の皆さま、ご安心ください

物流事業者の皆さま、ご安心ください

建設下請負人の皆さま、ご安心ください

下請法の違反申告
はこちら

独禁法の違反申告
はこちら

違反通報窓口
はこちら

公正取引委員会 中小企業庁

国土交通省

公正取引委員会

中小企業をイジめるような無理な取引は見逃しません!
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下請事業主の皆さま、ご安心ください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 

  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
▶ 公正取引委員会及び中小企業庁では、インターネットによる下請法の違反の申告も受け付けています。 

https://www.jftc.go.jp/soudan/denshimadoguchi/cyuishitauke.html  

https://www.shinkoku.go.jp/shinkoku/  

 

 

中小企業をイジめるような 

 無理な取引は見逃しません！ 
 

たとえば、そのお困りごと 

下請取引が原因ではありませんか？ 

予定どおりに請負代金を払ってもらえない… 

従業員に賃金を払えなくなるかも…… 

(※)下請代金支払遅延等防止法（昭和 31年法律第 120号） 

納期までの期間が短すぎて､休日に作業させるしかない…

でも、受注単価は据え置きか…… 

  厚生労働省      公正取引委員会     中小企業庁 
 

賃金の支払に困る事業主の Aさん 

休日労働が心配な事業主の Bさん 

 

□ 労働基準監督署では、ご相談への対応だけでなく、 

下請法違反を調査している公正取引委員会・中小企業庁へ 

ご相談の取次ぎを行っています（下図参照）。 
 

□ お困りの場合は、①②いずれかの方法でお知らせください。 

① 管轄の労働基準監督署にご相談ください。 

② 裏面のシートにご記入のうえ、FAX 又は郵送してください。 
    ※シートは匿名でお送りいただくことも可能です。 

 

以下のような行為は ｢下請法｣(※)で禁止されています！ 

 

親事業者による下請法違反が疑われる場合には… 

□ 買いたたき   

□ 下請代金の減額  

□ 商品の受領拒否 

□ 不当な給付内容の変更・やり直し 

□ 不当な経済上の利益の提供要請 

 → 裏面の｢項目３｣もご参照ください。 

 

○ 労働基準監督署から公正取引委員会・中小企業庁への取次ぎは、下請事業者名を匿名とすることも可能です。 

○ 公正取引委員会・中小企業庁が親事業者に調査を行う場合、ご相談があったことは明かしません。 

 

公正取引委員会 
中小企業庁 

 

下請 
事業者 

 
労働基準監督署 

 

親 
事業者 

相談 取次ぎ 調査･指導 

匿名も可 相談･通報は秘匿 匿名も可 

別添１ 

https://www.jftc.go.jp/soudan/denshimadoguchi/cyuishitauke.html
https://www.shinkoku.go.jp/shinkoku/
http://1.bp.blogspot.com/-tZ6Jc5Zb-QI/UzoZxy2O78I/AAAAAAAAetk/pvtnWiQuPdk/s800/karou_man.png�
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１ あなたの会社について 

・会 社 名                       （代表者）            

 ・所 在 地  〒                                     

・連 絡 先   （電話番号）      （   ）          

・資 本 金            万円 【記入必須】 

 ・通報の対象となる親会社からあなたの会社が委託されている仕事（該当するものに○）【記入必須】 

① 製造委託   ② 修理委託  ③ ソフトウェアやデザインなど情報成果物作成委託 

④ 運送やビルメンテナンスなど役務提供委託  ⑤ その他 

 
２ 通報の対象となる親会社（下請法で規定する「親事業者」）について 【記入必須】 

・会 社 名                   □ 本店 □ 支店 □ 営業所 □ 工場 

        ※通報の対象となる親会社の会社名が未記入の場合には通報として受理できません。 

 ・所 在 地  〒                                   

 
 
３ あなたの会社の「お困りごと」の内容について 【記入必須】 

□ 買いたたき 
（例）納期を一方的に短縮され、そのために増加する費用（残業代や作業員の増員等）について協議

に応じてもらえず、下請代金を当初の単価に据え置かれた。など 
 

□ 下請代金の減額 
（例）当方に責任がないのに、あらかじめ決められた下請代金を値引き（減額）された。 

消費税相当額を支払ってもらえなかった。など 
  

□ 不当な給付内容の変更、やり直し 
（例）受領した後にやり直しや追加作業を行わされたが、その作業に要した費用を負担してもらえな

かった。など 
 
□ 受領拒否 
（例）当方に責任がないのに、商品の発注を受けたあとに、その商品の受領を拒否された。など 

 
□ 不当な経済上の利益の提供要請 
（例）親会社のために、金銭（例：協賛金）や労働力（例：応援店員）などを提供させられた。など 

 
 チェックを付けた「お困りごと」の内容について、時期や状況などを具体的に記載してください。 
 
 

 

４ この通報についてあなたに連絡させていただきたい場合の連絡先 

・氏  名                                

 ・連 絡 先   （電話番号）     （      ）          

 ・親会社に対して調査を行うとき、あなたの会社から通報があったことを明らかにすることについて 

【記入必須】 

   □ 明らかにしないでほしい（匿名希望）    □ 明らかにしてもよい 

  

下請取引に関する確認シート 

 

送信先の労働基準監督署はこちら→ 



 

静労発雇均 0823 第２号 

令和５年８月 23 日 

 

「パートナーシップ構築宣言」 

共同宣言参画機関代表者 殿 

 

 

静岡労働局長 

 

 

「パートナーシップ構築宣言」に係る静岡労働局 

の取組について（お知らせ） 

 

日頃から厚生労働行政の運営に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、静岡労働局では、先般、静岡県庁において令和５年６月７日に開催さ

れた、行政機関、経済団体、及び労働団体による「パートナーシップ構築宣言」

の普及・促進と実効性向上に向けた共同宣言式を踏まえ、「パートナーシップ

構築宣言」の普及・促進と、賃金引上げに向けた支援施策に取り組んでいると

ころですが、今般、静岡県の最低賃金を、令和５年 10 月１日（予定）より、

現行から 40 円アップとなる時給額 984 円に改正することを決定したことから、

パートナーシップによる価値創造のための転換円滑化の取組の更なる強化を図

るため、下記及び別添のとおり、静岡労働局長定例記者会見（令和５年８月

28 日開催）において、当局における取組等について記者発表することといた

しました。 

「パートナーシップ構築宣言」普及・促進に係る当局の取組については、共

同宣言参画機関の皆様方との連携による取組が必要不可欠であることからも、

引き続き当局の取組について、御協力の程よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

＜具体的な取組内容＞（別添参照） 

①「パートナーシップ構築宣言」の普及・促進 

・相談窓口、各種説明会、各種会合、企業指導等あらゆる機会を通じて周知 

 

②生産性向上、賃金引上げのための支援の周知徹底 

・業務改善助成金 

・「賃金引上げ特設ページ」 

・キャリアアップ助成金 

・静岡働き方改革推進支援センター 
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③取引適正化に向けた「しわ寄せ」防止の周知徹底 

・各種法令に抵触する恐れのある不当な行為の事例集等を用いた啓発 

 

④窓口等における情報収集の強化と通報制度の的確な運用 

 ・下請等中小事業者の現状を幅広く把握 

・各種法令違反が疑われる事案について、関係機関に的確に通報 

 

 

 

 

 

担当 静岡労働局 雇用環境・均等室 

雇用環境改善・均等推進監理官（森） 

電話 054-252-5310 

 



産官労の３者で「パートナーシップ構築宣言の普及・促進と実効
性向上に向けた共同宣言」を行い、
「適切な価格転嫁」の気運醸成に連携して取り組んでいます。

【参画機関】
  ・静岡県
  ・関東経済産業局
  ・静岡財務事務所
  ・静岡労働局
  ・(一社)静岡県商工会議所連合会
  ・静岡県商工会連合会
  ・静岡県中小企業団体中央会
  ・(一社)静岡県経営者協会
  ・静岡経済同友会  (静岡協議会、
   浜松協議会、東部協議会)
  ・静岡県中小企業家同友会
  ・日本労働組合総連合会静岡県連合会共同宣言式の様子（令和５年６月７日）

○静岡県「パートナーシップ構築宣言」ホームページ
https://www.pref.shizuoka.jp/kensei/introduction/soshik
i/1002123/1054361.html
○静岡県 経済産業部 政策管理局 産業政策課
 ＴＥＬ：０５４－２２１－２６０５

パートナーシップ構築宣言に取り組む企業への優遇措置の実施や、企業の
価格交渉を支援するための各種事業に取り組みます。
＜優遇措置・メリット等＞
○県補助金の加点措置等の実施
 ・小規模企業経営力向上事業費補助金
 ・経営革新計画促進事業費補助金 
 ・官公需における公契約条例に基づく優先発注
○取引適正化に関連する講習会等を開催
○適正取引・価格転嫁などに関する窓口の設置
 ・静岡県産業振興財団下請振興事業（054-273-4433）

静岡県は、「パートナーシップ
構築宣言」を促進します！


